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本事業は、北海道庁本庁舎の免震化工事に伴う設備機器の更新工事である。庁舎機能を維持した状態で免震化と設備
更新を同時に施工していく「デュアルローリング工法」を開発し工事を行っている。工事エリアごとにコンパクトな
設備機器の採用、最適な機器配置替えを実施して省スペース化を図り、これによって生み出した余剰スペースを利用
し、非常用発電機の容量アップ、発電機用貯油槽の新設、緊急用排水貯留槽の設置など災害対策拠点としての機能を
向上させている。さらに余剰スペースに危機管理センターゾーンを創出しており、BCP対応としての建築的な付加価値
向上に貢献している。
今回工事と並行して①冷水送水システムの変更（開放型定流量方式→密閉型変流量方式へ変更による搬送動力削
減）、②吸収式冷凍機の更新（単効用→二重効用へ更新による地域暖房熱量削減）、③空調機の更新、④窓の二重
化、⑤施工時の地下水位抑制システム採用による揚水量削減　等の省エネ改修工事によって一次エネルギー消費量を
今回更新工事前に比べて約8％低減することができた。
今回更新工事による省エネ効果が低めに算出されているが、本庁舎において自然換気の励行、こまめな消灯など運用
による省エネ活動をすでに実行している状態をベースラインとしているためで、運用で可能な限りの省エネが実行さ
れていたことが主原因であると分析している。実行済みの運用改善と今回の省エネ改修工事による効果を合算する
と、2016年度の一次エネルギー削減率は2011年度比18％となり、竣工後半世紀を迎えた庁舎建築物としては優れた数
値といえる。
今回開発した「デュアルローリング工法」は、免震化技術自体は先進性のあるものではないが、設備機器の更新を省
スペースで実現し、余剰スペースの活用によって増築せずに災害対策拠点機能を整備したことは極めて先進性が高
い。　耐震改修と設備更新により、「長寿命化」、「省エネ推進」、「BCP対策｝を同時に実現しており、独創的で応
用性の高い事業である。これからの都市・建築におけるストック再生、低炭素社会の実現に向けて技術的な展開を期
待できることから支部奨励賞に値すると評価する。
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既存別館連絡通路部分に
受水槽を新設し、受水槽室
であった部分を大きく空けた。
ここをローリングの起点とし、
最初に熱源機器を設置した。
熱源機器が設置されていた
部分の柱・梁補強・免震装
置設置の工事を行い、免震
化完了した場所に消火ポン
プ類を移設した。このような
工事を順次行い免震化と設
備機器更新を同時に実現し
た。また、エリア毎に省ス
ペース化することで余剰ス
ペースを生み出すことが可
能となった（⑥付加価値の
創造）。 

①デュアルローリング工法 

業績の名称：北海道庁耐震改修事業デュアルローリング工法による省エネ改修 

新たに創出された自然光が入る 
危機管理センター（420㎡） 

危機管理センターを創出 

北海道庁本庁舎は1968年竣工の建物である。耐震性

確保と地震時の事業継続性確保のため、免震改修が
計画され、2013年4月に着工し2016年1月に竣工した。

本計画では地下中間階における免震化工事に伴い、
地下の熱源機器、空調機器、給排水・消火機器電気
設備機器も更新した。設備機器更新という付加価値を
伴った免震化工事を行った。免震改修を行う地下2階

は大部分が設備機械室となっているが、これらの機能
を長期間停止させず、庁舎機能を維持した状態で免震
改修を行う必要があった。このため本計画では、既存
設備機器とは別の位置に新たに設備機器を設置し、
既存機器を撤去した空きスペースを利用して免震化工
事を行う事を繰り返していくことで、免震化と設備更新
を同時に施工していく「デュアルローリング工法」を開
発し工事を行った（①参照）。 

デュアルローリング工法 改修工事の概要 

外観及び免震断面 

改修工事期間中は、一部エリアを仮設電源で空調して
いたため、これらの工事の影響のない2013年度データ
を改修前の参照値とし、工事が完了して1年間の運用を
行った時点の2016年度データを改修後のデータとした。 
本庁舎では2012年頃より自然換気の励行、こまめな消

灯など運用による省エネ運動を行っており、これによっ
て比較ベースとした2013年では2011年度と比較してす
でに約10％の削減となっている。さらにそこから今回工

事と並行して行われた「窓の二重化工事」や「空調機の
更新工事」による低減効果を加味して2016年度では
2013年と比較して更に8％の低減となった。比較対象と
した2013年時点で、運用で可能な限りの省エネ化がす
でに行われていたため、改修工事での 改善効果が低め
に算出されているが、1968年竣工の庁舎建物としては
優れた数値と考えている。 

エネルギー消費の推移 

運用による省エネ化10％ 

改修による省エネ化8％ 

単位エネルギー量の推移 

応募申請書 様式3 
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工事期間中は一部を仮
設電力で空調していたた
め2015年度消費が少ない 

※免震装置プレロード工法：上部建物の沈下・変形を防止しながら、柱ごとに免 
  震装置を設置する工法で、居ながらにして実施する免震改修に最適 

※ 
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中間階免震の場合 

地下水位 

排水量の
低減 

排水量 8ｔ／分 

 地下水位を大きく下げるため、排水量が 
 膨大となる 

地下水位 

想定排水15ｔ／分 

基礎下免震に比較して地下
水位を高く維持できるため、
揚水量が大幅に削減できた。
稼働時間16か月で約480万
トンの揚水量の削減と試算
できるが、地下水位制御シ
ステムを採用し排水量を必
要最小限に留めたため、実
際の削減量はこれよりも更
に大きいと考えられる（47％
削減）。 

④揚水量の削減 

給水方式は高架水槽方式
であったものを加圧給水方
式に変更した。 
高架水槽室であった場所は
二次変電室として有効活用
している。 
既存の二次変電室とは別の
場所にスペースを創出でき
たことによって、機器更新で
きずに使用してきた二次変
電室を、居ながらにして、か
つ仮設電気室の必要のな
い合理的な計画で更新する
ことができた。 
 

高架水槽だっ
たスペースは
二次変電室と
して有効活用
している。 

③給水システムの変更 
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開放型定流量方式であった
冷水送水システムを密閉型変
流量方式とすることで搬送動
力を66％低減することができ
た（CEC/AC手法での試算）。 
また、吸収式冷凍機を単効用
から二重効用に更新すること
により、単位熱量あたりの必
要蒸気量が半減しこともあり、
夏期冷房期間の地域暖房熱
量は712GJ（9.4％）の削減と
なった。 

②冷水システムの変更 

基礎下免震の場合 

業績の名称：北海道庁耐震改修事業デュアルローリング工法による省エネ改修 
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デュアルローロング工法によ
る設備機器配置換えの一貫と
して、非常用発電機の更新も
行った。改修前1000kVAで
あった発電機を1500kVAと容
量を大きくし、さらに72時間運
転可能な容量のオイルタンク
を敷地内に新設して、災害対
策拠点としての機能を向上さ
せた。 
また災害時に公共下水道が
使用できなくなる可能性に備
えて、従来水槽スペースだっ
た部分を利用して緊急貯留槽
を設置した。 

⑤ＢＣＰ対策の強化 

業績の名称：北海道庁耐震改修事業デュアルローリング工法による省エネ改修 

応募申請書 様式3 

⑥付加価値の創造 

  災害時用緊急貯留槽 
 

通常時の排水障害
とならないように
災害時には切替工
事によって緊急貯
留槽へ放流する 

①に記載したデュアルローロ
ング工法の場合、設備機器の
レイアウト変更も伴うため、コ
ンパクトな機器の採用と、最
適な配置替えを行う事で、ま
とまった余剰スペースを生み
出す事ができる。今回の工事
では、地下1階に420㎡の新た
な危機管理センターを創出さ
せた。さらにこの部分に隣接
してドライエリアを設けること
で、自然光の入る部屋とする
ことでき、建物の付加価値向
上に貢献できている。 
 

B1F 
危機管理センター 
 

危機管理センター横の 
ドライエリア 
 

 更新後の発電室 1500kVA 
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